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第２回産業振興計画フォローアップ委員会

資料１ 



４年後の数値目標の達成はもとより、 
更にその先の高い次元の新しいステージを目指す  

高知県まち・ひと・しごと創生総合戦略の全体像 

（１）高知県の現状 
 
 
 
（２）目指すべき方向 
 

Ⅰ 高知県の現状と目指すべき方向 

○人口動態の現状と分析 
  ⇒人口減少に伴う負の連鎖 

 

（１）総合戦略の位置づけ 
 
 
 

 
（２）地方創生に向けた本県の基本的な考え方 
 
 
 
 
 
 
 
（３）総合戦略の計画期間 

 

２ 総合戦略の位置づけと地方創生
に向けた本県の基本的な考え方 

○負の連鎖の克服に向けた本県のこれまでの取り組み 

○総合戦略の位置づけ 

○平成27年度から平成３１年度の５年間 

（１） 総合戦略の策定・推進に当たっての５つの視点 
 
  
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

（２）進捗管理体制 

３ 総合戦略の効果的な推進 

◆総合戦略の策定にあたっての視点 

① 川上から川下までの総合的な仕組みを構築・強化する 

② 政策同士の連携を積極的に図ることで、相乗効果を発揮 

 し、プラスのスパイラルを生み出していく 

③ 成果(アウトカム)を重視した数値目標の設定とPDCAサ 

 イクルによる徹底した進捗管理・バージョンアップを行う 

 

◆総合戦略の推進に当たっての視点 

④ 官民協働、市町村との連携協調により取り組みを進める 

⑤ 県外とのネットワークを広げ、県外から多くの人材や 

 知恵、資本を呼び込む 

○産業振興推進本部などの庁内組織、外部委員で組織する

「高知県産業振興計画フォローアップ委員会」において、 

ＰＤＣＡサイクルにより取り組み状況を点検・検証 

  ⇒必要な対策の追加、見直しを行い、毎年、改定 

 

 
 

○基本目標の達成に向け、PDCAサイクルを回していくに当 

 たっては、次の３つの視点からチェック 

①一つひとつの施策・事業について、ＰＤＣＡシートを作成    

 し、四半期ごとに取り組み状況を確認 

②施策・事業がまとまった政策群ごとに、施策間の有機的な 

 連携（施策のパス回し）を確認  

③政策群ごとに、目標達成に向けた状況を確認 

 

 
 

４ 基本目標と基本的方向、具体的な施策 

基本目標１ 地産外商により安定した雇用を創出する 
 
 
 

●「地産」強化、「外商」強化、「拡大再生産」により安定した雇用を創出 

 【基本的方向】 
①地産の強化を図る 
 ○農業、林業、水産業の振興 
 ○食品加工・機械系ものづくり・防災関連産業のものづくり力強化 
 ○産学官民連携センターを核に県内外の英知を導入しイノベー 
   ションを創出 
 ○地域アクションプランの推進 
②外商の強化を図る 
 ○県内事業者の外商活動を後押し、輸出振興の本格化 
 ○観光振興、国際観光の抜本強化 
  「観光商品をつくる」「売る」「もてなす」の一連のサイクルを連動 
 ○「高知家」プロモーションの展開 
③地産外商の成果を拡大再生産につなげる 
 ○人材の確保（事業承継・人材確保センター等）  
 ○人材の育成（土佐MBA 等）  ○設備投資の拡大 

基本目標２ 新しい人の流れをつくる 
  

 
 【基本的方向】 
 ○移住促進における、それぞれのステージに必要な施策を展開 
 ○県外からの人財誘致 
 ○人財誘致の取り組みと連動した事業承継・人材確保センター 
   による支援、第一次産業や商店街の担い手確保対策[再掲] 
 ○企業の地方拠点強化の促進 
 ○知が人を呼び、人が知を呼ぶ好循環の創出 
  ・産学官民連携センターを核に県内外の英知を導入しイノ 
   ベーションを創出［再掲］ 
   ・「知の拠点」永国寺キャンパスの新たなスタート 

基本目標４ コンパクトな中心部と小さな拠点との連携により 
       人々のくらしを守る 
 
        とともに、 地域と地域が連携を深める 
  

 
 【基本的方向】 
 ○中山間地域における小さな拠点「集落活動センター」「あった 
  かふれあいセンター」の整備促進、地域の資源や特性を生か 
  した産業づくり支援、生活支援 
 ○都市のコンパクト化と周辺等の公共交通ネットワークの形 
  成,、都市の連携による経済・生活圏の形成 
 ○コンパクトな中心部と小さな拠点を衛星としたネットワークを 
  県土全域にはりめぐらせる 
 

基本目標３ 若い世代の結婚・妊娠・出産・子育ての希望をかな  
        える、女性の活躍の場を拡大する 
  

 
 
 

 
 
 

 【基本的方向】 
 ○誰もが希望の時期に子どもを生み育てやすい環境づくりの 
  推進 
 ○女性の活躍の場の拡大 

《基本目標と基本的方向》 
《具体的な施策》 

◆地産の強化を図る 
（ア）農業の振興 
 ①次世代型技術の普及促進 
 ②環境保全型農業のトップランナーの地位を確立 
 ③品目別総合戦略（米、土佐茶、畜産） 
 ④中山間地域の農業の維持・活性化 
 ⑤流通・販売の支援強化 
 ⑥新たな担い手の確保・育成と経営体の強化 
 （イ）林業の振興 
 ①原木生産の拡大  ②加工体制の強化 
 ③ＣＬＴ関連産業の育成 
 ④流通・販売体制の強化 
 ⑤木質バイオマス利用の拡大 
 ⑥特用林産物の生産･販売 
 ⑦健全な森づくり 
（ウ）水産業の振興 
 ①漁業生産量の確保 
 ②水産物の販売力の強化と魚価の向上 
 ③養殖業の振興 
 ④水産加工業の新たな事業化の推進・伝統的な 
   水産加工業の振興 
（エ）食品加工の推進 
（オ）ものづくりの推進 
 ①企業立地の推進 
 ②ものづくりの地産地消・外商の推進 
 ③成長分野の育成支援 
（カ）防災関連産業の振興 
 
 

◆外商の強化を図る 
（ア）地産外商の推進 
 ①地産外商公社及び県外事務所による外商支援 
 ②ものづくり地産地消・外商センターによる外商支援 
（イ）貿易の振興 
（ウ）観光振興 
 ①観光商品をつくる  ②売る 
 ③もてなす（リピーターを確保する） 
（エ）高知家プロモーションの展開 
  
◆地産外商の成果を拡大再生産につなげる 
（ア）人材の確保 
 ①事業承継・人材確保センターによる円滑な事業 
   承継や事業者の中核人材の確保などの支援 
 ②第一次産業の担い手確保対策 [再掲] 
 ③商店街の担い手確保対策 
 ④新卒者等の県内企業への就職促進 
（イ）人材の育成 
 ①土佐まるごとビジネスアカデミーの開講  
 ②技術人材の育成 
（ウ）設備投資の拡大 

 
 
（ア）移住の促進 
 ①「高知を知って・好きになってもらう」「移住に    
  関心を持ってもらう」「移住に向けた主体的な 
  行動に移ってもらう」 ための取り組み 
  ②移住について真剣に考え決めてもらう、高知 
  に安心して住み続けてもらうための取り組み 

（ア）中山間地域の維持・創生 
 ①小さな拠点の設置 
    ・集落活動センターの普及・拡大、取り組みの支援 
   ・あったかふれあいセンターの整備・機能強化 
 ②中山間地域の資源や特性を生かした産業づくり 
   の支援 
 ③鳥獣被害対策の推進 
 ④中山間地域の生活支援 
 

（ア）若い世代の結婚・妊娠・出産・子育ての希望をかなえる 
 ①ライフステージに応じた切れ目のない支援の推進 
  ②総合的な結婚支援 
  ③妊娠・出産・子どもの健康のための環境整備 
  ④子育ての支援策の充実 
  ⑤ワーク・ライフ・バランスの推進 

（キ）地域アクションプランの推進 
（ク）産学官連携の推進 
 ①産学官民連携センターの３つの拠点機能を生か 
       した新たな事業展開支援 
 ②新産業の創出に向けた産学官連携の促進 
（ケ）地産地消の徹底 
 

それぞれの施策で 
ＫＰＩを設定 

※高知県産業振興計画フォローアップ委員会の構成 
産業界、市町村の代表、教育機関、金融機関、学識経験者等で構成 

基本目標１ 地産外商により安定した雇用を創出する 

基本目標２ 新しい人の流れをつくる 
基本目標３ 若い世代の結婚・妊娠・出産・子育ての希望を 
     かなえる、女性の活躍の場を拡大する 
基本目標４ コンパクトな中心部と小さな拠点との連携に 
     より人々のくらしを守る 

 【数値目標】 ・各産業分野における産出額等の増加 

 【数値目標】 ・人口の社会増減   ・県外からの移住者数 

 【数値目標】 
 ・安心して結婚・妊娠・出産・子育てできる社会を達成して 
  いると考えている人の割合 
 ・結婚希望実績指標 
 ・理想的なこどもの数、現実的に持ちたい子どもの数 
 ・平均初婚年齢   ・20代、30代の未婚率 

 【数値目標】 
 ・ 集落活動センターの開設数 
  ・あったかふれあいセンターの整備数 

（イ）都市の維持･創生 
 ①都市部の経済・生活圏の形成 
  ・都市のコンパクト化 
  ・中心市街地の活性化 
 ②都市の連携による経済・生活圏の形成 
  ・定住自立圏の形成の促進 
  ・連携中枢都市圏の形成 
（ウ）コンパクトな中心部と小さな拠点を衛星とした 
  ネットワークを県土全域にはりめぐらせる 

 

（イ）女性の活躍の場の拡大 
  ①希望する女性への就労支援 
  ②登用（能力を十分発揮するための）支援 
  ③働き続けられるための環境の整備 [再掲] 
 

（イ）県外からの人財誘致 
  ①人財誘致の促進 
 ②事業承継・人材確保センターによる円滑な事業 
   承継や事業者の中核人材の確保などの支援[再掲] 
 ③第一次産業の担い手確保対策 [再掲] 
 ④商店街の担い手確保対策 [再掲] 
 ⑤シェアオフィスへのサテライトオフィス誘致 
（ウ）企業の地方拠点強化の促進 
（エ）知が人を呼び、人が知を呼ぶ好循環の創出 
  ・産学官民連携センターの３つの拠点機能を生かした 
         新たな事業展開支援 [再掲] 
  ・ 「知の拠点」永国寺キャンパスの新たなスタート 
 

高知県産業振興計画 

《目指す姿》地産外商が進み、地域地域で若者が誇り 
        と志を持って働ける高知県 

高知県人口の将来展望（Ｈ27.8.31決定） 
2060年 約557千人 

１ 



       
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

  
  

    これまでと同様の傾向が続けば、2060年に高知県の総人口は３９０千人 

  まで減少する見込み。 

  老年人口割合が年少人口割合よりも２倍以上も高い現状の人口構造に鑑み 

    れば、一定の人口減少は避け難い状況。 

 

    自然減の縮小や社会増に向けた一連の対策を講じることにより、2060年 

  の総人口について、約５５７千人の実現を目指す。 
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高知県の総人口の見通し 

高知県人口の将来展望（Ｈ27.8.31決定） 

      近い将来において人口構造が若返る。 
  （2020年から年少人口割合は上昇に転じ、2040年から老年人口割合は低下。さらに、2045年から生産年齢人口割合が上昇に転じる。） 

  2075年には人口減少に歯止めがかかり、人口が増加に転じる。 

 

 

     

    【出生】2050年に出生率 2.27 (現状：1.42) 

           既婚率 90.7%（現状：71.7%） 

                               第１子が欲しい年齢 29.3歳(現状：30.95歳)   

【移動】2040年以降、社会増＋1,000人(現状：社会減▲1,700人) 

   

県民の皆様の 
希望をかなえる 
      ※ 

     ※今回実施した少子化や就職地等に関する意識調査で把握 

１ 

２ 

将来にわたって活力ある持続可能な社会が実現 

この将来展望の実現によって 
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自然減の縮小や社会増に向けた一連の対策
により、持続的な人口構造へ転換

（単位：千人）

結婚・出産の希望ができる限り早く叶うよう努力

（出生率は2040年に1.35まで低下、以後継続。社会減は一定収束し、以後継続）

高知県まち・ひと・しごと創生総合戦略の全体像 

２ 



       

 
       

 

若者の定着・増加 出生率の向上 

  

《将来展望》 2040年：1,000人の社会増 

［現状（2014年）: 2,179人の社会減］ 

《将来展望》 2040年:2.07、2050年:2.27 

［現状（2010年）:1.42］ 

 

   ●地産外商 ＋ 拡大再生産 

 

 

   ●移住促進策   ●本県出身の県外大学生の県内就職の促進 

    ●企業の中核人材や第一次産業の担い手などの人財の誘致 

 

 

 

    ●未婚化・晩婚化対策（出会いの場の拡大など） 

    ●子どもを産み育てられる環境づくり 

   （ワーク・ライフ・バランスの推進、女性の活躍促進など） 

 
 

   ●第一次産業の維持・発展・クラスター化 

  ●集落活動センターの開設 

 

さらなる人口減少の危機 

現 状 

人口減少の 

負のスパイラル 

中山間地域
の衰退 

少子化の加速 

過疎化・高齢化の 

同時進行 

経済規模の縮小 
若者の県外流出 

プラスのスパイラルに転換 

[産業振興計画の取り組みの成果]  

        
 
 

  

[産業振興計画の取り組みの成果] 

  移住者数 H23：120組、241人 ⇒ H26：403組、652人 

 

  

＝ 
   

人口の増加 

 
《将来展望》 

2060年：約557千人 

※国の推計の390千人の 

  約140％に相当 

 

 

 

 

 

[現状(2010年)：764千人] 

〇人口構造が若返る 

  年少人口割合は2020年 

 から、生産年齢人口割合は  

 2045年から上昇に転じる 

県が定量的に把握できているものだけでも以下の雇用を創出。 
これ以外にも、観光振興等により多くの雇用創出が見込まれるところ 
 〇地域アクションプラン（H21～H26）      ：1,074人 
 〇企業立地（H21～H27.7月）              ：1,970人 
 〇設備投資促進事業（H24～H26）          ：  77人 
 〇成長分野育成支援事業（H21～H26）      ：  133人 
 〇第一次産業の新規就業者（H21～H26）    ：2,092人 
 〇その他（次世代施設園芸団地、木質バイオマス発電所等※）：  145人 
  

         

「高知県まち・ひと・しごと創生総合戦略」の基本目標 

有効求人倍率  
 H21.1月：0.43 ⇒ H27.5月：0.96 

          （過去最高を更新） 

被雇用者数 

 H21:181千人 ⇒ H26：190千人          

（※）厚生労働省「人口動態保健所・市区町村別統計」（平成20年～24年） 

Ｃ 

※今後の計画を含む 

 【フル操業時】 

若者の県外流出の防止 
 

県外からの移住者の増加 

雇用を創出する 
A 

Ｂ 

希望をかなえる(結婚、出産、子育て) 
Ｄ 

【基本目標１】 地産外商により安定した雇用を創出する 

出生率の向上⇒子どもが増える 
⇒県内で働く場がさらに必要 

【基本目標４】コンパクトな中心部と小さな拠点との連携により 
人々のくらしを守る 

【基本目標３】若い世代の結婚・妊娠・出産・子育ての希望をかなえる、 
          女性の活躍の場を拡大する 

【基本目標２】 新しい人の流れをつくる 

A 

Ｂ 

Ｄ 

Ｃ 

産業振興計画により推進 

「高知県人口の将来展望」の実現に向けたさらなる挑戦 

  特に、出生率が高い傾向にある 
      中山間地域の若者の増加 
[出生率（※）］ 

高知市：1.35 

中山間地域 ：四万十町1.68、土佐町1.61  

           津野町1.60、芸西村1.56 

３ 


